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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接触を検出する手段と、断続的に互いに伝播速度の異なる同期信号と距離計測信号とを
発信する手段とを有する移動体と、
　これら同期信号と距離計測信号とを受信し、それらの受信タイミングの差から前記移動
体から所定の複数の固定位置の各々に至るまでの当該距離計測信号の夫々の伝播距離を算
出する手段と、
　これら複数の伝播距離及び上記複数の固定位置の相互位置関係から前記移動体の位置を
算出する手段と、
　前記移動体の接触面に対する接触のストロークによる距離計測信号のうち、当該ストロ
ークの最初に発信される信号によるデータを無視する手段とを有する位置検出装置であっ
て、
　前記最初に発信される信号によるデータを無視する手段は、前回のストロークの終了を
、断続的に発信される同期信号の発信間隔の乱れを検出することによって判断する構成の
位置検出装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は位置検出装置に係り、特にコンピュータ等に対して座標情報を入力するために用
いられる座標入力装置に適用可能な位置検出装置に関する。
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【０００２】
【従来の技術】
コンピュータに対して座標情報を入力するための座標入力装置（ポインティングデバイス
）としては、マウス、トラックボール、磁気式、感圧式タブレット等が知られている。
【０００３】
この中で操作性及び精度の観点から優れているものが磁気式、感圧式タブレットである。
これはペンタイプの移動体で磁気式又は感圧式のセンサー平面をなぞると、そのなぞられ
たセンサー平面上の座標位置が感知され、その位置情報が電気信号として出力されるもの
である。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
この磁気式、感圧式タブレットは上記の如く優れた特性を有するが、書込み操作範囲は付
属のセンサー平面内に限られている。この書込み操作範囲を拡げようとすればセンサー平
面を構成する装置として大型のものを用意する必要があり、その場合センサー平面装置の
価格が増加すると共に同平面装置を収納するための広いスペースも必要となる。
【０００５】
本発明は上記問題点に鑑み、磁気式、感圧式タブレット同様の優れた操作性及び精度を持
ち、更に書き込み操作範囲を限定せずに広く取ることが可能で応用範囲が広い座標入力装
置に適用可能な位置検出装置を提供することを目的とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、接触を検出する手段と、断続的に互いに伝播速度の異なる同期信号と距離計
測信号とを発信する手段とを有する移動体と、これら同期信号と距離計測信号とを受信し
、それらの受信タイミングの差から前記移動体から所定の複数の固定位置の各々に至るま
での当該距離計測信号の夫々の伝播距離を算出る手段と、これら複数の伝播距離及び上記
複数の固定位置の相互位置関係から前記移動体の位置を算出する手段と、前記移動体の接
触面に対する接触のストロークによる距離計測信号のうち、当該ストロークの最初に発信
される信号によるデータを無視する手段とを有する位置検出装置であって、前記最初に発
信される信号によるデータを無視する手段は、前回のストロークの終了を、断続的に発信
される同期信号の発信間隔の乱れを検出することによって判断する構成の位置検出装置で
ある。
　参考例１では、移動体から互いに伝播速度の異なる同期信号と距離計測信号とを断続的
に発信し、その受信タイミングの差からその距離計測信号の異なる固定位置迄の伝播距離
を算出し、これら固定位置の間の距離と上記夫々の算出伝播距離から当該移動体の位置を
算出する構成を有し、更に断続的な距離計測信号の発信開始タイミングを所定時間遅延さ
せる手段を設けた。
【０００７】
　参考例１の構成によれば、前記距離計測信号を超音波等の音波信号とした場合であって
も、移動体と接触面との接触時に発生する衝突音とこの距離計測信号とを明確に区別可能
である。即ち、同衝突音は移動体と接触面との接触時に時間遅れ無しに発生し伝播される
のに対し、上記距離計測信号は所定時間遅延された後に伝播される。したがって不自然に
早いタイミングで受信される音波を位置検出演算の適用除外とすることにより、上記衝突
音を距離計測信号と誤判断してこれを位置検出演算に適用することによって誤った位置検
出を行ってしまうような事態を防止可能である。
【０００８】
【発明の実施の形態】
以下、図面と共に本発明の実施の形態について説明する。
【０００９】
　本発明の実施例或いは参考例は、コンピュータ等に座標情報を入力するための座標入力
装置であって、ペン型移動体の座標位置を以下の如く求める。即ち、移動体が発する超音
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波の伝搬時間を計測することによって同移動体への距離を計測し，三角測量法によりその
座標位置を求める。この構成により、例えば机上に置いた紙原稿に対する当該ペン型移動
体による手書き文字を、そのままコンピュータ等へ入力することが可能となる。
【００１０】
図１にその原理を示す。即ち、ペン型移動体１０は超音波送信機を内蔵しており、同移動
体１０の超音波送信機から発せされた超音波を固定ユニット５０内の複数の受信機５０ａ
，５０ｂで受信し、各々で受信した時刻と同超音波がペン型移動体１０から発信された時
刻との差、即ち超音波の伝播時間を計測することによってペン型移動体１０と複数の受信
機５０ａ，５０ｂとの夫々の距離（伝播距離）を算出する。そしてこれら算出距離と予め
測定されている受信機５０ａ，５０ｂ間の距離とによって、周知の三角測量法によってペ
ン型移動体１０の座標位置を算出する。
【００１１】
尚、上記距離計算では，超音波の伝搬時間に超音波の音速を乗ずることでその間の距離を
得ることが可能である。又、この伝搬時間は，図２（ａ）に示す同期手段３から得られる
送信タイミングから各受信機５０ａ，５０ｂにおける超音波の受信タイミング迄の時間と
して求める。
【００１２】
ここでペン型移動体１０には，図２（ａ）に示す如く、操作者、即ち筆記者のペン型移動
体１０による筆記動作を検出するための機構，例えば感圧スイッチ１が設けられ，机上の
紙面等の筆記面に同ペン型移動体１０のペン先端が接触すると同スイッチ１がオンされる
。スイッチ１がオンされると，同スイッチ１が上記筆記面から離されてオフされる迄の間
、タイマ２による所定の時間間隔で上記送信機５から超音波の送信が行われる（図２（ａ
）中、符号６）。
【００１３】
この際，上記超音波の送信に合わせて，同期手段３により，受信側の固定ユニット５０に
対し、同期タイミングを示す同期信号が伝達される（図２（ａ）中、符号４）。なお、こ
の同期信号として、例えば赤外線等の発光による光信号を適用することにより、その伝播
時間は超音波信号の伝播時間に対して無視出来る程度に短くすることが可能である。
【００１４】
ここで、図２（ｂ）に示す如く、上記筆記検出機構１によって筆記を検出すると同時に超
音波の送信を行う場合について考える。この場合、タイマ２の機能により、同図に示すご
とく、上記同期信号と超音波信号とがタイマ２で規定される所定周期で断続的に発信され
る。
【００１５】
ところでペン型移動体１０で筆記動作を行う場合，そのペン先と筆記面との間の接触時に
双方間の硬さ関係に依存する態様で衝突音が発生する。この衝突音は数十ｋＨｚの超音波
成分を持つものである場合がある。また，ペン型移動体１０の構造や周囲環境等により，
当該衝突音の残響が数ｍｓ程度継続する場合がある（図３）。このため，固定ユニット５
０において本来検出すべき送信機５から発せられた超音波ではなく，この衝突音による超
音波を検出し、その結果座標位置を誤検出してまう可能性がある。
【００１６】
尚、ここで図３に示される如く、衝突音と正規の超音波信号との発生間に時間差Δｔが生
ずる要因としては、主に上記筆記検出機構１としての感圧スイッチの動作時間、超音波駆
動回路（送信機）５の回路動作時間等が考えられる。
【００１７】
　上記衝突音による誤検出の問題を解決するため、参考例１では、図５に示す如く、筆記
検出機構１と同期手段３，超音波の送信機構５との間に遅延回路１１を設ける。問題とな
る衝突音は，操作者による筆記動作における各ストロークの最初，つまり，筆記面にペン
型移動体１０のペン先が接触する最初の時点で発生する。そこで本参考例では，筆記検出
機構１における筆記検出後に上記遅延回路１１により所定の時間間隔Ｔ（図４参照）を設
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け，その時間の経過後に送信機構５によるタイマ２を介した断続的な超音波の送信を実施
する構成としている。このようにして上記衝突音やその残響が自然消滅する迄の間，筆記
検出後の待ち時間が設定されているため，超音波の誤検出が防止可能である。
【００１８】
　即ち、参考例１の場合、スイッチ１により筆記の検出を行い，その後遅延回路１１によ
り，所定の時間間隔Ｔ遅延させる。この場合の時間間隔Ｔは予め衝突音や残響時間を測定
した結果（例えば数ｍｓ）により設定される。上記遅延後，スイッチ１によるペン型移動
体１０と筆記面との間の接触状態の検出による筆記終了を検出する迄の間、タイマー２に
より所定の間隔（周期）で超音波の送信が断続的に繰り返される。この参考例の場合，同
期手段３として赤外光発光手段を用い，赤外ＬＥＤの発光により同期信号が伝達される。
但し，同期手段３は，これに限らず，移動体１０と固定ユニット５０とを有線で接続し，
電気信号として直接伝達される方式でもかまわない。
【００１９】
　次に本発明の実施例について説明する。衝突音の影響を受けてもそれを操作者に意識さ
せないようにすることが出来れば衝突音の影響を見掛け上無くすことが可能である。即ち
、操作者によるペン型移動体１０による筆記動作の各ストロークの終了を検出し、その直
後に始まる次ストロークの初回座標検出データを使用しない（無視する）構成とすればよ
い。これは前述の如く、問題となっている衝突音が、筆記動作の各ストロークの最初の時
点にのみ発生する事実を利用した手法である。
【００２０】
この実施例の場合、上記ストローク終了の検出は、具体的には、例えば，断続的に一定周
期で送信される超音波の送信繰り返し周波数を検出し，繰り返し周波数（５０乃至１００
，２００Ｈｚ程度）の周期が所定のものであるか否かを判定することによってなされる。
即ち、図５に示す如く同期信号のタイマ２を介した断続的且つ周期的生成はスイッチ１に
よるペン型移動体１０と筆記面との接触検出によって開始され、以降接触が継続する間継
続する。したがって、筆記動作のストロークの終了によって上記スイッチ１による接触検
出が途切れることによって、上記同期信号の断続的且つ周期的生成も途切れることになる
。その結果、次の筆記動作のストロークが始まることによって次の同期信号の断続的且つ
周期的生成が開始されるまでの間、比較的長い間が空くことになる。したがってこの間が
空く状態を同期信号受信（即ち同期パルス受信）の周期の乱れとして検出することが可能
である。
【００２１】
　図６は，上記実施例による方法の動作を示す。即ち、ストロークの終了を検出して，次
ストロークの最初の時点における計測値を無視する。具体的にはストロークの終了の検出
を以下のごとくに行う，即ち、移動体１０からの同期信号が送られてくる時間間隔を計測
し（ステップＳ１１，Ｓ１２）、その計測結果が同期信号送信の所定の繰り返し周期と一
致しない場合（ステップＳ１３のＮｏ），当該ストロークが終了し，次ストロークが開始
された判断し、その場合超音波信号受信による移動体１０の座標計算を行わずにステップ
Ｓ１１に戻る。
【００２２】
　逆に同期信号の検出周期が所定の値であることが判断されると（ステップＳ１３のＹｅ
ｓ）、上記実施例及び各参考例にて説明した如く、同期信号と超音波信号との間の受信検
出タイミングの差から三角測量法によってペン型移動体１０の座標計算を行う（ステップ
Ｓ１４）。
【００２３】
又、図６に示す構成により、外乱光等によるノイズを同期信号として誤検出し得る場合で
あっても、その場合同期パルス受信周期の乱れとして検出することによって当該計測値を
位置算出に適用しないようにすることで対処可能である。
【００２４】
　次に図７と共に、参考例２について説明する。この参考例では、上述の如く上記衝突音
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はあくまで筆記ストロークの初期時点のみで発生するという事実を利用し、各筆記ストロ
ークの初期時点を検出し、その時点における計測値を無視する構成を有する。
【００２５】
具体的には、送信側であるペン型移動体１０から筆記動作のストロークの終了を固定ユニ
ット５０側に伝達することにより、固定ユニット５０側でそれを受け取り上記衝突音と正
規の超音波信号との区別を行う。このストローク終了の伝達は同期信号で行う。
【００２６】
　本参考例では，上記各参考例及び実施例同様、同期手段３として，赤外光発光手段を利
用する。このとき，予め発光可能な赤外光のパルス幅を２種類（ペンｏｎ信号／ペンｏｆ
ｆ信号、図７（ｃ）参照）用意することにより，ストロークの終了（ペンｏｆｆ）を伝達
可能である。一方，固定ユニット５０においては，ペンｏｎ／ｏｆｆによる初期ｆｌａｇ
を設ける。このフラグにより，ストロークの最初の時点か否かを判定し，最初の時点であ
れば、この時点の計測値を無視する。
【００２７】
即ち、図７（ａ）において、移動体１０側でスイッチ１の出力からペン先の接触が検出さ
れると（ステップＳ２１のＹｅｓ）、上記２種類の同期信号のうちのペンｏｎ信号が適用
されて送信される（ステップＳ２２）。そして同時に超音波信号も発信される（ステップ
Ｓ２３）。そしてタイマ２の機能による繰り返し周期が経過したと判断されると（ステッ
プＳ２４のＹｅｓ）ステップＳ２１に戻り、ペン先接触有無を判断する動作から再開され
る。
【００２８】
ここでステップＳ２１にてペン先接触の終了が検出されると（Ｎｏ）、ステップＳ２５に
て上記２種類の同期信号のうちのペン先非接触検出時の信号であるペンｏｆｆ信号を既に
発信済みか否かを判断する。未発信の場合（Ｙｅｓ），ステップＳ２６にて上記ペンｏｆ
ｆ信号を発信する。他方発信済みの場合（Ｎｏ）にはステップＳ２１に戻る。このように
してペン型移動体１０が筆記面から離間されている間に繰り返してぺんｏｆｆ信号が発信
されることを防止する。
【００２９】
他方受信側の固定ユニット５０では、図７（ｂ）に示す如く、ステップＳ３１にて同期信
号を検出すると（Ｙｅｓ）、その信号がペンｏｆｆ信号か否かを判断し（ステップＳ３２
）、ペンｏｆｆ信号の場合（Ｙｅｓ）、上記初期ｆｌａｇを立て（ステップＳ３３）、そ
の時点の計測値は無視してステップＳ３１に戻る。他方ステップＳ３２の判断がペンｏｆ
ｆ信号でない場合（Ｎｏ）、ステップＳ３４でペンｏｎ信号か否かを判断し、ペンｏｎ信
号であった場合（Ｙｅｓ）、次にステップＳ３５にて初期ｆｌａｇが立っているか否かを
判断し、立っていれば（Ｙｅｓ）その時点の計測値を無視し、ステップＳ３１に戻る。も
し立っていなければ（Ｎｏ）、ステップＳ３７にてその時点の計測値を使用して上述の如
く三角測量法によって移動体１０の座標計算を行う。
【００３０】
　このように参考例２によれば、ペンｏｆｆ検出時に初期ｆｌａｇを立て、ペンｏｎ検出
後一旦初期ｆｌａｇをクリアし、次の同期信号検出時から座標計算を実施する。その結果
筆記ストロークの初期段階における計測値は無視される。尚、上記の如くタイマ２による
同期信号及び超音波信号の繰返し周波数は５０乃至２００Ｈｚであるため、このように筆
記ストローク初期の数回分のデータが無視されても手書き文字等の筆記ストローク検出に
は支障は無い。
【００３１】
　次に参考例３について説明する。本参考例では、上記衝突音と正規の超音波信号とを区
別する手段を固定ユニット５０に設けることで，衝突音と正規超音波信号との間の誤検出
を防止する。具体的には、上記衝突音は一般に比較的多数の周波数成分を含むが，他方ペ
ン型移動体１０から発信される超音波信号はその周波数が固定値である。そこで，受信音
波の周波数成分を解析することで，衝突音と正規超音波信号との区別を行うことが可能で
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ある。
【００３２】
　図８は，この参考例３による受信側、即ち固定ユニット５０の動作を示す。ここで、例
えばゼロクロス検出等の手法により、受信した音波の周期を計測する（ステップＳ５１、
Ｓ５２，Ｓ５３）。この周期がペン型移動体１０から送信される超音波信号の所定の周期
と異なる場合（ステップＳ５４のＮｏ），その受信音波を無視し，正規超音波信号（パル
ス）を待つ（ステップＳ５６）。他方受信音波の周期が上記所定の周期と一致した場合（
Ｓ５４のＹｅｓ）、当該受信音波を正規の超音波信号と判断し、これを使用して上記の如
く三角測量法によるペン型移動体１０の座標計算処理を行う（ステップＳ５５）。
【００３３】
　図９は上述の参考例３による受信側（固定ユニット５０側）の構成を示す。同図におい
て超音波受信器５０ａ、５０ｂ以降の回路は同様であるため、超音波受信器５０ａの側に
ついてのみ説明する。受信器５１ａの出力は入力アンプ５１ａに入力され、ここで増幅さ
れた検出信号を超音波受信タイミング、即ち超音波信号の伝播時間を測定するため、並び
に受信音波の周期測定のために利用する。即ち当該アンプ出力は伝播時間測定用のコンパ
レータ５３ａと受信音波の１／２周期を測定するためのコンパレータ５２ａの双方に入力
される。
【００３４】
伝播時間の測定に関しては、赤外ＰＤ（同期信号検出器）５０ｃからの入力でタイマ５９
ａを起動（ｓｔａｒｔ）し、コンパレータ５３ａの出力によって同タイマ５９ａを停止（
ｓｔｏｐ）させることによって計測する。このタイマ５９ａによって計測された時間Ｔ１
を超音波信号の伝播時間とする。上記コンパレータ５３ａは所定の閾値を有し、当該閾値
を超えるレベルの音波が受信された際に出力を発生する。この閾値は、外乱音波等のノイ
ズによる音波の検出を防止し得る程度のレベルに設定する。
【００３５】
他方受信音波の１／２周期測定に利用するコンパレータ５２ａはゼロクロスコンパレータ
であり、この出力を立ち上がりエッジ検出回路５５ａ及び立ち下がりエッジ検出回路５６
ｂの双方に入力する。ここでゼロクロスコンパレータ５２ａはノイズ等により頻繁にパル
スを発生するため、上記伝播時間測定用のコンパレータ５３ａ出力をＦＦ(フリップフロ
ップ)で受けた信号をマスクとして利用する。即ち、立ち上がり,立ち下がりエッジ検出回
路５５ａ、５５ｂの出力とのＡＮＤをとることで余分なノイズ分をマスクする。
【００３６】
この立ち上がりエッジ検出回路５５ａのマスク出力によってタイマ６０ａを起動（ｓｔａ
ｒｔ）し、立ち下がりエッジ検出回路５６ａのマスク出力によってタイマ６０ａを停止（
ｓｔｏｐ）させる。このようにして得られる時間Ｔ２が受信音波のゼロクロス間隔、即ち
１／２周期に相当する。(なお同図では立ち上がりエッジでタイマ起動、立ち下がりエッ
ジで同停止としているが、同起動、停止に用いる信号は, 逆でもよい。)
即ち、図９の回路において、コンパレータ５３ａ及びタイマ５９ａによる回路は赤外ＰＤ
５０ｃで受信された同期信号の受信タイミングから超音波受信器５０ａによって受信され
た超音波信号の受信タイミング迄の時間差Ｔ１（即ち上記「伝播時間」）を計測し、対応
するコンパレータ５３ｂ及びタイマ５９ｂによる回路から得られる他系統の時間差Ｔ３と
から上記三角測量法によって座標計算を行うための回路部分である。この構成により、所
定のレベルを有し、且つ所定の周期を有する音波が正規の超音波信号として検出され、ペ
ン型移動体１０の座標位置計算に適用される。
【００３７】
他方、コンパレータ５２ａ、立ち上がりエッジ、立ち下がりエッジ検出回路５５ａ，５６
ａ、ＡＮＤ回路５７ａ，５８ａ、及びタイマ６０ａによる回路は、受信信号レベルがゼロ
レベルを上方向、下方向に交叉する度毎にタイマ６０ａを起動、停止することによって受
信音波の音波周期（例えば８０ｋＨｚ等に相当する周期）を計測するための回路部分であ
る。
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【００３８】
本発明は以下の付記に記載の構成を含む。
【００３９】
（付記１）
接触を検出する手段と、互いに伝播速度の異なる同期信号と距離計測信号とを断続的に発
信する手段とよりなる移動体と、
これら同期信号と距離計測信号とを受信し、それらの受信タイミングの差から前記移動体
から所定の複数の固定位置の各々に至るまでの当該距離計測信号の夫々の伝播距離を算出
する手段と、
これら複数の伝播距離及び上記複数の固定位置の相互位置関係から前記移動体の位置を算
出する手段と、
上記距離計測信号を発信する手段によって断続的に発信される距離計測信号の発信開始時
間を所定時間遅延させる手段とよりなる位置検出装置。
【００４０】
（付記２）
上記距離計測信号は超音波信号よりなり、
上記所定時間は上記移動体と接触面との接触時に発生する衝突音の残響が自然消滅する迄
に経過する時間によって決定される構成の付記１に記載の位置検出装置。
【００４１】
（付記３）
接触を検出する手段と、互いに伝播速度の異なる同期信号と距離計測信号とを断続的に発
信する手段とよりなる移動体と、
これら同期信号と距離計測信号とを受信し、それらの受信タイミングの差から前記移動体
から所定の複数の固定位置の各々に至るまでの当該距離計測信号の夫々の伝播距離を算出
する手段と、
これら複数の伝播距離及び上記複数の固定位置の相互位置関係から前記移動体の位置を算
出する手段と、
前記移動体の接触面に対する接触のストロークによる距離計測信号のうち、当該ストロー
クの最初に発信される信号によるデータを無視する手段とよりなる位置検出装置。
【００４２】
（付記４）
上記最初に発信される信号によるデータを無視する手段は、前回のストロークの終了を、
断続的に発信される同期信号の発信間隔の乱れを検出することによって判断する構成の付
記３に記載の位置検出装置。
【００４３】
（付記５）
前記移動体は接触ストロークが途切れたことを送信する手段を有し、
前記最初に発信される信号によるデータを無視する手段は、当該ストローク途切れ検出手
段からの検出信号によって前回のストロークの終了を判断する構成の付記３に記載の位置
検出装置。
【００４４】
（付記６）
接触を検出する手段と、互いに伝播速度の異なる同期信号と距離計測信号とを断続的に発
信すると手段よりなる移動体と、
これら同期信号と距離計測信号とを受信し、それらの受信タイミングの差から前記移動体
から所定の複数の固定位置の各々に至るまでの当該距離計測信号の夫々の伝播距離を算出
する手段と、
これら複数の伝播距離及び上記複数の固定位置の相互位置関係から前記移動体の位置を算
出する手段とよりなり、
前記伝播距離算出手段は、前記距離計測信号を識別する手段を含む構成の位置検出装置。
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（付記７）
前記距離計測信号は超音波よりなり、
前記距離計測信号を識別する手段は、前記移動体と接触面との接触時に発生する衝突音と
前記超音波の距離計測信号とを区別する構成の付記６に記載の位置検出装置。
【００４６】
（付記８）
前記距離計測信号を識別する手段は、受信音波の周期を測定する手段を含む構成の付記７
に記載の位置検出装置。
【００４７】
【発明の効果】
このように、本発明によれば、超音波等の距離計測信号の伝播時間を検出して対応する伝
播距離を算出し、三角測量法等によって移動体の位置を検出する構成において、移動体が
接触面に最初に接触する時点のデータを位置検出演算に適用しないようにすることにより
、当該接触当初にのみ発生し得る衝突音等による誤った位置検出を防止可能である。その
結果、書込み操作範囲を限定しないことによって適用範囲を広くし得る、操作性及び精度
の高い座標入力装置を実現可能である。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施例及び各参考例による座標入力装置の原理を説明するための図で
ある。
【図２】図１の構成によって生ずると考えられる問題点を説明するための図（その１）で
ある。
【図３】図１の構成によって生ずると考えられる問題点を説明するための図（その２）で
ある。
【図４】　参考例１の動作について説明するための図である。
【図５】　参考例１の構成について説明するための図である。
【図６】　本発明の実施例の動作について説明するための図である。
【図７】　参考例２の動作について説明するための図である。
【図８】　参考例３による受信側の動作について説明するための図である。
【図９】　参考例３による受信側の構成について説明するための図である。
【符号の説明】
１０　　ペン型移動体（送信側）
５０　　固定ユニット（受信側）
５０ａ，５０ｂ　　超音波受信機
５０ｃ　　赤外線受光器
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